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藤川 賢*
要約
本稿は、廃棄物対策を中心とする企業の環境対策について、企業の地域社会への参加状
況との関係を中心に考察するものである。
産業廃棄物問題に関する難点のーっとして、企業、行政、地域住民、消費者などの相互
関係が不明確なために新たな協力の可能性が見えにくいことが指摘される。それについて
本稿ではまず、当グループが1995年度から行ってきた全国の自治体に対する調査結果など
から、自治体の産廃行政においては排出企業への期待が高く、地方行政に関する計画や施
策における協力対象としても重要な位置を占めていると考えられることを示した。
それに対して、当グループが1999年度に行った東京都の電気関連企業に対する調査の結
果でも、とくに従業員300人以上の企業では環境対策における自治体との協力を行っている
ケースも多く、それが金業の環境対策の推進とも一定の関連をもつことが示された。だが、
企業数では大半を占める従業員300人未満の企業では、自治体との協力を行っている事業所
も少なく、リサイクル関連など一部の項目を除いては環境対策の実施状況との関連も明ら
かではない。
中小企業の場合には、むしろ、自治会レベルの地域社会への参加やリサイクルなど地域
の環境活動への参加に積極的なケースが多く、企業内での環境対策実施との関連も高いと
いう結果が得られた。リサイクルや廃棄物関連での対策について関連が見られるだけでな
く、一部の社内の環境活動などにおいて先進的な企業では地域活動への参加にも積極的な
傾向が指摘できる。これらの結果からは、環境に関する企業と地域社会との協力について
の可能性が認められる。とともに、「生活環境主義Jゃ「地域環境主義」に関する議論の中
で示唆されてきた、個人の環境行動と地域参加の相互性が、企業への考察においても可能
なのではないかと考えられる。
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1.はじめに
1990年前後から産業廃棄物をめぐる法律や制度
の改訂がくり返されているが、その多くは事業者、
とくに排出企業の責任を強化するものであった。
たとえば、 2000年3月に閣議決定された廃棄物処
理法改正案では、排出企業が最終処分にいたるま
で産廃に関する責任をもつことを明文化し、不法
投棄や不適正処理などに関する罰則を強化してい
る。また、同月に閣議決定された通産省による
「資源有効利用促進法J(リサイクル法)改正案で
は、長持ちし、部品の再利用が可能な製品の開発
が義務づけられるO こうした方向性は、いわゆる
循環型社会をめざす法案づくりなどの中でも踏襲
されるものと見られる。
だが、これらの法改正などに対して加えられる
批判も少なくない。政府や政党などに牽引される
形の法案で市民運動などを含めた国民的な議論を
ふまえていないこと、名目的な法文だけで実効性
が不明確であること、企業の責任を強化するより
実際には企業責任の範囲を限定する結果におわる
可能性があること、現行法の問題点や反省が明ら
かにされていないこと、いわゆる使い捨て社会の
全体的な経済にたいする見直しがかけていること、
などに対する批判である。上記の廃棄物処理法改
正案でも、廃棄物の削減がとなえられる一方で第
三セクターによる産廃処分場建設が含まれるなど、
少なくとも当分の聞は現状どおりの焼却埋立によ
る処理処分が続くことが予想される。企業と政府
を中心とする政策では、その切り替えが難しいの
ではないかという懸念が、これらの批判の根底に
あるといってよいだろう。
企業責任を中心とする法律づくりが問題とされ
る理由の一つは、市民の関与がほとんど入ってこ
ないことである。一般廃棄物については分別や減
量化などで消費者が日常生活のなかで主体的な協
力をすることができ、廃棄物処理の有料化などの
形で責任負担が目に見えることになるが、産廃に
ついては一部のデポジット以外に責任分担や協力
の形が明確でない。処分場周辺の住民に関しでも、
必要性と安全性への理解が要請されるばかりで、
それについての参与の可能性は低い九
関連して、リサイクルなどを進めるための社会的
な体制づくりの不備が指摘される。これまでの生産、
消費、廃棄の流れを改めるには、より広い範囲での
交流が必要になると考えられるが、その方法が不明
のままなのである。とりわけ、行政と産業界との協
力については、立法段階での議論と実情との食い違
いから、自治体担当者の負担増などの不満も耳にさ
れる。廃棄物対策の専門家を置くことのできない小
規模の自治体や企業では、法制度の変化への対応も
難しくなっている。そのために大企業との違いを含
めた中小企業の環境対策について確認することの必
要性も増していると考えられる九
そこで本稿では、とくに中小企業に着目して、
企業と自治体や地域社会との関係について、環境
対策で、の協力の可能性を探っていきたい。その理
由の一つは、地方の行政が行う産廃対策において
も企業の占める位置が小さくないことである O そ
れについて、次章では、 1997年度に47都道府県の
廃棄物担当課を対象に当グループで、行った調査の
結呆から、産廃問題において排出企業に期待され
るものについて確認する。
それをふまえて、第三章では、企業の側からは
自治体との協力がどのように行われているか、ま
た、それが環境対策や廃棄物対策にどのように結
びついているかについて、企業を対象とした調査
の結果を見ていく。続いて第四章では、行政以外
の主体との協力の可能性を取りあげる。企業の協
力相手の中には関連企業や同業者団体なども含ま
れるが、ここでは地域の環境活動や自治体活動な
どとの関係が企業の環境行動にとってどういう意
味を持ちうるかを中心に考えていきたい。過去の
公害問題を見ても地域住民は企業による環境汚染
の直接の被害者になることが多かった。それほど
重篤な汚染の例はまれであるにしても、周辺地域
は企業の社会活動における「環境」としてもっと
も近いものであることには違いない。そうした意
味でも、地域社会に対する態度と企業の環境対策
との関連を見る意味は小さくないと考えられるか
らである。
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2.産業廃棄物問題と地方行政
2. 1 自治体による問題認識
現行の法律では、産廃にたずさわる直接の行政
機関は都道府県および政令指定都市・中核市であ
り、地域の廃棄物処理計画もこの単位で立てられ
ることになっている。近年では、国の方針として、
第三セクターや公共関与による産廃処分場建設も
推進されつつあり、自治体の役割は増しつつある。
他方で、産廃に関する法的規制は十全とは言えず、
不適正な処理処分に関する問題は後を絶たないし、
国の機関委任事務という位置づけであるために地
方自治体の指導監督の権限にも暖昧性が残ってい
る。
当グループが1997年度に実施した都道府県の産
廃担当部課に対するアンケート調査でも、地方自
治体の苦慮をかいま見ることができた九たとえば、
この数年間の聞に産廃に関する住民からの苦情や
反対が生じたかどうかについて、「操業中の施設に
関する苦情」、「施設の建設計画に対する反対」、
「産廃の不法投棄に対する苦情Jの3項目に分けて
きいた質問では、不明や無回答はあるものの「な
い」という回答は一つもなく、 3項目いずれも過
半数の都道府県が「数件以上ある」と答えている。
一つの問題に対する苦情や反対運動が継続してい
る事例も、 28の都道府県で「ある」という回答で
あった。
この状況の中で、産廃問題の社会的な原因に対
する認識も強くあらわれている。産廃問題の要因
としての影響をきいた質問では、「産業構造の中で
生産が重視され廃棄物が軽視されていることJr全
国的な使い捨て型消費の拡大」の2項目について、
無回答を除く36都道府県すべてが「影響している」
と回答し、「排出元となる大企業の責任分担の少な
さ」、「産廃問題への一般消費者の無関心」につい
ても「影響していない」という回答はそれぞれ3
ケースしかなかった。
さらに、現在の法制度に対する批判も高く、た
とえば「現在のマニフェスト制度は実効性に乏し
ぃ」かどうかをたずねた質問では、 21都道府県が
同意を示し、同意できないとした13ケースを大き
く上回っている。これに関連して、産廃問題が社
会状況や法律に関して考えても扱いにくい行政担
当部門であるという言葉も、自治体からの聴き取
り調査の中で耳にされた。
こうした状況の中で行政として取る施策の方向
が多様であり、また、少しく錯綜していることも、
これらの調査結果から読みとれる。たとえば、産
廃施設による地域産業に対する経済効果について
の認識などでは賛否ほぼ同数に意見が分かれた。
また、産廃施設を増設すべきと考えるか抑制すべ
きと考えるかという根本部分でも都道府県によっ
て態度が異なることをうかがわせた。公共関与に
よる産廃施設立地についても、 29都道府県が同意
を示したが、 6ケースが同意できないとしている。
施設立地以外の産廃行政を見ても、後掲の表2に
示されるように自治体として「導入ずみ」、の施策
に比べて「導入検討中」の施策が目立って多く、
産廃問題への対応が簡単なものでないことが示さ
れている。
こうした中で、産廃問題については行政が主導
して進めて行くべきかどうかの意向でも見方が分
かれている。たとえば、「産廃に関しては、国が担
当するのではなく、都道府県の権限を強めるべき
である」という意見に対する賛否は16ケースずっ
と2分されており、無回答の多さを加えて、自治
体や担当者による意見の違いが大きいことを示し
ている。これらも産廃行政のおかれている複雑な
状況を物語るものと考えて良いだろう。
2. 2 産廃行政と住民・企業
産廃問題に関して自治体がおかれる苦しい立場
は、住民との関係についても見ることができる。
一方で、、産廃「施設の許認可には周辺住民の合意
が不可欠であるJという意見に対しては、非同意
が11に対し、同意が22と賛成の割合の方が高い。
指導要綱や指導方針の中に何らかの形で、周辺住
民の同意規定を定めていると回答した自治体も30
にのぼっているの。他方で、住民からの苦情や反対
が起きる原因として、住民による産廃施設の「安
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表1r周辺住民の合意は不可欠」と「今後の処分場増設は必要」の意見分布(都道府県)
今後の処分場増設は必要
同意できる 同意できない 無回答 合計
周辺住民の 同意できる 20 3 。 23 
合意は不可欠 同意できない 9 2 。 11 
無回答 3 。 10 13 
合計 32 5 10 47 
注)単位は、都道府県数。無回答のうち 5は、意見項目すべて無回答のもの。
表2 都道府県における産廃関連施策の導入状況
A固形燃料化などの再利用施設の建設
B再資源化のための異業種間父流促進
C排出業者への減量や再資源化の指導
D産廃施設を含めた全体的な地域計画
E産廃関連住民グループとの協力強化
注)百分比は、有効回答数 (42)に対する割合。
全性への無理解jや「必要性への無理解」をあげ
る都道府県も、それぞれ17、15に達し、「産廃施設
を迷惑視する地元の意識Jも33都道府県があげて
いる(複数回答、何らかの回答があったのは全体
で38)。
これは、産廃処分場増設の必要性に対する認識
ともかかわってくる。行政担当者へのヒアリング
でも、産廃施設に反対しない住民は少なく周辺住
民の同意規定を厳しく取れば処分場の建設はほと
んど不可能だという見方がほとんどであったが、
自治体内での増設は必要だとされる O 表 1のよう
に、住民同意は不可欠と考えるが、処分場増設は
必要と考える都道府県が多数を占めている。これ
は、ある意味で処分場について自治体が抱えるジ
レンマを知実に示した結果とも言えるだろう。こ
うしたこととも関連があるのか、表2に見られる
ように自治体の施策としても、住民グループとの
協力強化を進めようとする自治体はきわめて少な
い九それに対して、企業、とくに排出企業は自治
体の施策の中でより高く位置づけられているよう
に見える。それは、責任に対する認識においても、
また、協力の対象としても言えるが、まず、前者
から見ていこう。
導入 導入 導入 予定は
ずみ 計画中 検討中 ない
2.4%( 1) 2.4%( 1) 40.5%(1η 40.5%(17) 
16.7%( 7) 2.4%( 1) 42.9%(18) 26.2%(11) 
54.8%(23) 11.併も(5) 23.8%(10) O.仰も(0) 
19.併も(8) 9.59も(4) 33.3%(14) 26.2%(11) 
2.4%( 1) 2.4%( 1) 14.3%( 6) 66.7%(28) 
無回答 9.5%(4)~14.3%(6) 
表3は、産廃問題に関して、環境汚染が生じた
場合の原状回復費用負担を誰が負うべきだと考え
るかについて問うた質問の一部である。この質問
では、責任が大きいと思われるものを 3つまであ
げていただいている。なお、この表では参考のた
めに別に行われた市町村対象の調査を都道府県対
象の調査の結果と並べて表示した6)。これによれば、
市町村、都道府県のいずれも、環境汚染の直接の
原因者と考えられる産廃業者に次いで排出業者の
責任をあげている。また、市町村調査では、処分
場の建設業者や産廃会社の親会社、中間処理業者
などにも責任があると考える割合が比較的高いの
に対して、都道府県からの回答は、産廃業者と排
出企業への集中を高めている。市町村調査では少
数ながら回答のあった自治体や国の費用負担責任
は、ほとんどゼロにまで‘減っている。他の質問ゃ
あるいは聴き取り調査の結果などからも、都道府
県では、市町村にくらべ、排出企業の責任をより
高く認める傾向が見られた。この違いは、一つに
は、都道府県が国の機関委任事務として産廃行政
を直接に担っているのに対し、市町村の場合には
必ずしも産廃問題に直接触れていないという事情
によるものであろう。市町村では、それだけ回答
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表3 自治体による産廃汚染除去費用負担への見方(市町村および都道府県)
営業中の産業廃棄物 埋立完了後の産業廃棄
処分場が原因の汚染 物処分場が原因の汚染
市町村 都道府県 市町村 都道府県
1 産廃業者 77.2%(453) 85.7%( 36) 71.7%(421) 85.7%( 36) 
2 排出企業 44.6%(262) 59.5%( 25) 34.1%(200) 54.8%( 23) 
3 中間処理業者 19.9%(117) 11.悌6( 5) 15.00;6( 88) 9.5%( 4) 
4 処分場の建設業者 25.7%(151) 4.8%( 2) 30.8%(181) 2.4%( 1) 
5 産廃業者の親会社 26.6%(156) 7.1%( 3) 30.2%(17η 7.1%( 3) 
6 排出企業の親会社 7.50/0( 44) 2.4%( 1) 8.0%( 47) 2.4%( 1) 
7 国 5.3%( 31) 2.4%( 1) 8.2%( 49) O.ゆ6( 0) 
8 自治体 7仰も(41) 2.4%( 1) 11.2%( 66) 2.4%( 1) 
9 産廃業者への融資企業 3.1%( 18) O.仰6( 0) 4.6%( 2η 0.0%( 0) 
10 排出企業への融資企業 1.0;6( 6) 2.4%( 1) 0.3%( 2) 2.4%( 1) 
11 現在の地権者 0.5%( 3) 4.8%( 2) O.仰6( 5) 21.4%( 9) 
12 その他 1.0;6( 6) 7.3%( 3) 1.2%( 7) 4.ゆも( 2) 
注)百分比は、それぞれの有効回答数に対する比率、( )内は回答の実数。
また、 11現在の地権者」は、市町村調査で、は選択肢に載っておらず、ここにあげた数字
は、「その他」の内容として記入されていたケースの数である。
者個人の考えによる違いが大きくなると考えられ
るし、都道府県では現実に行われた処置を念頭に
回答する傾向が高くなる。また、財政上の制約も
あり、自らその責任を認めることが難しいという
面もあるだろう。
2. 3 自治体の廃棄物対策における企業の位置
都道府県調査で見られたもう一つの傾向として、
対策の中で排出企業が占める位置の高さがある。
責任に関する認識以上に、廃棄物対策を進める際
に排出企業が重視されているのである。
例えば、産廃問題に関する住民からの苦情や反
対の理由を複数回答であげてもらった中では、「不
適正な処理を行う業者の存在jが有効回答数のう
ち85.7%にあたる36件からの回答を得て第 1位な
のに対し、不法投棄や不適正処理を防止するため
に力を入れている対策(主なもの3つまで)では、
「排出企業への指導の強イヒ」が40.5%(17件)で第
4位となっている。第 3位までを占めているのは
処分の厳格化、監視の強化と「市町村や業者団体
との連絡jであり、「行政による優良業者の育成」
は、 11.9%(5件)で第 7位と低順位である。ま
た、表2は、産廃の減量や適正処理の推進のため
に取っている施策の導入割合に関する質問の結果
であるが、ここでも、例えば住民グループとの協
力などにくらべ、排出企業に関するものが大きく
なっていることが分かる。こうした結果からは、
産廃業者に対しては監視や処分で対応し、改善の
ための根本策としては排出企業への働きかけを強
めるという産廃行政の現状がうかがえる。
こうした排出企業への片寄りは、自治体にとっ
て理由のないことではない。一つには、言うまで
もなく、産廃の発生源における対策という意味が
あり、とくに排出量が多く他県への産廃流出の見
られる自治体では、排出量の減量化に力を入れて
いる O 関連して、第二に産廃施設の増設と排出量
の減量は、必ずしも択一的な関係にあるのではな
いことがあげられる O 産廃の適正処理のために排
出企業の自社処理施設や処分場の推進を求める意
見もあるO また、産廃施設が地域経済にメリット
があると考え、処分場増設も必要だと考えている
自治体ほど、排出企業への指導や、産廃施設を含
めた全体的な地域計画の導入にも積極的な傾向も
見られる。ある意味では、廃棄物指導も産業育成
の一環と位置づけられるのかもしれない九
第三に企業規模との関係がありうるだろう O 零
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細業者や不法業者も存在する産廃業者への指導は
困難であり、法的にも、産廃処理の第一の責任者
は排出企業である。また、処理処分などの設備に
は経費のかかるものが多く、自治体に負担できな
い場合がある O そういう対策を進めるためにはあ
る程度の規模をもった企業の協力を得る必要があ
るO さらに、零細な業者や住民に比べ、中堅以上
の企業であれば、それなりに長期の協力も可能に
なり、表2にもある異業種聞でのリサイクル協力
といった地域的計画の推進なども行いやすいと考
えられる。
他方でこれらの結果は、自治体が産廃問題に独
自の対策を進めることに限界があり、行政が主導
するとしても企業との関係が重要になってくるこ
とを示すものとも考えられる O そこで、次に、企
業調査の結果に表れた自治体との関係について見
ていこう O
3.企業から見た自治体との協力
3. 1 自治体や地域社会との係わり
個々の企業から見たとき、自治体からの指導や
自治体との協力は、どのように表れてくるのだろ
うか。今回の調査対象は、東京都内の電気関連企
業に限られており、これまで述べてきた全国の自
治体に対する調査との対応については留保が必要
だが、まず指摘できるのは、絶対数として自治体
からの指導や自治体との協力を経験している企業
が多くないことであろう。「環境対策などに関する
自治体からの指導」では、「よくある」が1.0%
( 3件)、「多少ある」が15.8%(46件)、「環境対策
に関する自治体との協力」では「よくある」が
2.1% (6件)、「多少ある」が18.3%(53件)とど
ちらも 2割程度に過ぎない。ただし、調査対象に
は組立などの作業だけを行う環境対策とはあまり
縁のない企業も含まれていることを勘案すれば、
この結果を単純に低いと決めつけるわけにもいか
ないだろう。
では、自治体からの指導や協力は、どのような
企業を主たる対象として行われているのだろうか。
まず考えられることとして、有害廃棄物の取り扱
いなど、環境問題とかかわる可能性の高い企業に
指導が集中するのではないかということがあるが、
有害廃棄物を排出すると回答した企業自体が少な
いこともあって、これに関する明確な傾向を認め
ることはできなかった。同じく、業種細目などに
よる違いも明らかではなかった。もっとも顕著な
関連を見ることができたのは、従業員数で見た企
業規模との聞であるO といっても、全体的な相関
ではなく、従業員300人以上の大企業でのみ高い関
連が見られ、それ以外の大多数の企業問では一様
に低い数字となっている。 300人以上の企業はこの
調査結果全体でも 11件で0.4%に過ぎないのだが、
自治体との協力が「よくある」と答えた 6件のう
ち2件、「多少ある」と答えた53件のうち 7件
(13.2%)がここに含まれている。なお、 100人か
ら300人という企業規模では、それより小さな規模
の企業とまったく差が見られない。これは、先に
も触れたとおり、自治体にとって指導や協力がし
やすく効果があると考えられるのが、大企業に片
寄るためであろう。なお、出荷額による違いは、
従業員数に比べて明らかではなかった。
その他の項目に関して補足すれば、環境対策に
関する自治体からの指導と自治体との協力の聞に
は深い関連が見られるが、これには、どちらも大
企業に片寄っていることが大きな要因となってい
る。他方、「まちづくりに関する自治体との協力j
や「地元商工会への活動参加」との聞には、明ら
かな関連は見られなかった。
次に環境問題の経験や関心との関係については、
むしろ否定的な結果となっている O 一例として
I8014001取得状況を取りあげると、全体としては
何らかの関連があるように見えるが、これは従業
員300人以上の企業がI8014001取得と自治体との
環境対策協力の両方で顕著に高い数字を示してい
るためで、 300人以下と300人以上に分けてみると、
ほとんど関連はないと考えられる。環境問題の経
験については、そもそも、環境に関して周辺住民
からの苦情などを受けたことがある、あるいは受
ける可能性があると回答した企業が少ないため、
はっきりしたことは言いがたいのだが、傾向とし
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ては逆相関に近い関係が見られ、むしろ、こうし
た苦情を受けたことがあると答えた企業ほど、自
治体による指導や協力には否定的であった。より
細かく見ると、自治体との協力より、自治体の指
導について、こうした逆の関係が顕著である。例
として、地下水や土壌の汚染と自治体の指導とを
クロスさせたものを表4に示した。企業自身から
の回答に基づくものであるため、単純に言い切る
ことはできないが、自治体の指導が問題発生やそ
の可能性に対して行われるものでないことは明ら
かだと思われる。
3. 2 情報源としての影響
次に、環境対策の情報源としての行政の影響に
ついて見てみると、もっとも主要な'情報源として
行政からの指導をあげる割合は、全体の 2割程度
でそれほど高くない。自治体との協力の有無によ
る違いも不分明で、「よくある」とする企業ではそ
の割合が増えるものの、「多少あるjという企業で
は逆にその割合が少し減っている。自治体からの
指導の有無について比較しでもほぼ同様の結果で
あり、指導を受けることが「よくある」企業は3
件すべてが主要な情報源を行政からの指導として
いるが、「多少ある」では、 23%(40件中9件)に
とどまり、 65%(26件)は業界団体や取引先企業
を主要な情報源と回答している。
情報源に比べて、自治体との協力の有無による
違いがより明確なのは「環境対策を進めるきっか
け」である。表5にあるように、全体で見ると、
きっかけとして多いのは、「国内の公害・環境問題
の深刻化JI国際的な環境規格の普及JI市民の環
境意識の向上」という順になっているが、自治体
との協力が「よくある」または「多少ある」企業
についてみると、「国際的な環境規格の普及JI各
種環境法の策定JI国内の公害・環境問題の深刻化」
の順になり、「市民の環境意識の向上jは最下位に
落ちるO 自治体からの指導による違いについて見
ても、ほほ同様の結呆が見られる。この結果だけ
ではそれが環境法などへの積極的な関心を示すも
のか、逆に法律や行政からの指導の範囲でのみ環
境対策を取っているという消極的な態度の企業も
含んでの数字なのかは確かではないが、自治体と
の関係の深い企業では国内外の環境規格や法制度
により敏感であると言えるだろう。
こうした傾向と呼応して、自治体との協力があ
る企業では、 18014001や家電リサイクル法などへ
の対応も、全体として進んでいるO ただし、これ
らは、次に述べる環境対策との関連と同様に、企
業規模との聞の疑似相関による影響が高い。すな
わち、表6にもあらわれているように従業員300人
以上の企業が自治体との関係と環境対策の両方で
特徴的な数値となっており、 300人未満の企業とは
異なる結果を示すにもかかわらず、全体にその影
響が及んでいる可能性がある。従って、考察にあ
表4 r自治体からの指導」と「地下水・土壌汚染による周辺住民からの苦情J
自治体からの指導
よくある 多少ある あまりない まったくない lロ込 三ロiト
すでに苦情を受 1 1 
に地 けたことがある 1.1% 0.4% よ下
苦る 水汚 苦情の生じる 1 3 4 
情染 可能性がある 1.1% 2.29も 1.4% 
や 苦情が生じる 15 34 36 85 
土
可能性はない壌 34.1% 36.6% 26.5% 30.8% 
汚 地下水・土壌汚 3 29 57 97 186 
染
染はほとんどない 100.0% 65.仰6 61.3% 71.3% 67.4% 
ム口 言十 3 44 93 136 276 
100.仰る 100.仰6 100.ωも 100.ω4 100.側|
注)単位:上段は企業数、下段は百分比
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表5 r環境対策に関する自治体との協力」と「環境対策を進めるきっかけ」
環境対策に関する自治体との協力
よくある 多少ある あまりない まったくない 合計
市民の環境意識 2 15 18 35 
の向上 5.仰も 17.0"{' 22.5% 16.5% 
各種環境法の策 3 6 12 10 31 
境環 定・施行 75.約6 15.仰も 13.6% 12.5% 14.6% 
対策を
国内の公害・環 8 19 20 47 
境問題の深刻化 20.ω6 21.6% 25.0% 22.2% 
進 国際的な環境規 11 18 12 41 
め 格の普及 27.5% 20.5% 15.0% 19.3% 
る
き 他企業からの影 6 13 1 30 
つ 響 15.0% 14.8% 13.8% 14.2% 地、
~t 企業イメージの 5 7 8 20 
向上 12.5% 8.仰も 10.併も 9.4% 
その他 1 2 4 I 8 
25.0"{' 5.ゆ4 4.5% 1.3% 3.8% 
メ口込 計 4 40 88 80 212 
100.仰も 100.仰4 100.仰も 100.0% 10.0'{' 
注)単位・上段は企業数、下段は百分比。
表6 従業員規模別に見た、「自治体との協力」と「廃棄物リサイクル実施」の関係
環境対策に関する自治体との協力
よくある 多少ある
リ廃
していない 2 
300 サイ物棄
50.0% 
人 している 2 
満未
クの
ル削減 50.0% 
合計 4 
100.0% 
サリ廃棄
していない
300 
人 イ物 している 2 
以 クの
土. ル削減 100.0% 
合計 2 
100.09も
注)単位:上段は企業数、下段は百分比
たっては従業員数300人以上と未満に分けて結果を
見ていく必要があるが、 300人以上の企業は全体の
実数があまりに小さく分析に耐え難い面があるの
で、本章では、以下、従業員300人未満の企業に対
象を絞って論じることとしたい。
3. 3 環境対策の実施状況との関係
自治体との協力は、企業の環境対策実施状況に
17 
37.仰4
29 
63.0"{' 
46 
100仰6
2 
28.6% 
5 
71.4% 
7 
100.ω6 
あまりない まったくない Aロ. きロキi 
57 83 159 
51.8% 70目3% 57.2% 
53 35 119 
48.2% 29.7% 42.8% 
110 118 278 
100.0% 100.0% 100.仰6
1 3 
100.0% 27.3% 
1 8 
100.0% 72.7% 
l 1 11 
100.0% 10.0'{' 100.0% 
どのような影響を与えているのか、従業員300人未
満の企業について対策全般を概観したところでは
それほど顕著な関連を見ることはできなかった。
だが、その中で、使用済み用紙の回収や梱包材の
削減など廃棄物の減量にかかわる項目では共通し
てより高い関連が認められ、有害廃棄物の適正処
理などでも同様の関連性が見られた。製品製造に
関しでも、「リサイクルしやすい製品づくり」など
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で関連性が高い。これらを代表する例として、「廃
棄物の削減やリサイクルjの実施状況と自治体と
の協力についてクロス集計を行った結果が表6で
ある。参考のために比較した従業員300人以上の企
業についての数値と比べると、 300人未満の企業で
の関連はやや相対的なものになっているが、協力
が「まったくない」企業での「実施している」割
合の低さなどは目を引く。
個々の対策について詳述する余裕はないが、廃
棄物関連のもののほかには「従業員への環境教育
や講習JI社内向け環境規程の整備」の実施など、
杜内での環境への関心を高める活動でも同様の傾
向が見られた。
逆にこうした関連がほとんどなかった対策とし
ては、「環境対策技術の開発J、「エコ・ビジネスの
展開」など金業の全般的な活動方針にかかわるよ
うな項目がある。また、「休憩時間中の機器の電源
切断」など比較的単純な省エネ対策でも関連が低
くなっているが、これは全体的に実施している企
業が多いためと考えられる。
「他企業と協力した環境対策の実施jなどは、
リサイクル促進のための自治体を媒介した異業種
間交流などとかかわって高い関連があるかと予想
されたが、これについても確かな傾向は見られな
かった。ただし、これは本調査が東京都の電機関
連企業に対象をしぼったためかもしれない、
ここで気になることとして、廃棄物対策やリサ
イクルに積極的な企業では自治体などとの協力も
必然的に増えるのか、あるいは自治体による働き
かけや自治体との協力の結果として対策を取る企
業が増えているのか、という因果関係がある。こ
れまで述べてきた情報源や環境対策のきっかけ、
環境法などへの対応を勘案すれば行政が主導する
形での方向が念頭にうかぶが、必ずしもそう言い
切ることも難しいように思われる。というのは、
ほとんどすべての対策について、「環境対策に関す
る自治体との協力」に比べ、「環境対策などに関す
る自治体からの指導」は、明らかに企業の環境対
策実施率との関連性が低くなっているからである。
その代表的な例として、表7に、「廃棄物ゼロに向
けた廃棄物の大幅削減計画の実施jにおける違い
を示した。どちらも関連があることを示してはい
るが、その傾向は、「自治体からの指導」ではより
低くなっているO こうした傾向が、環境問題に関
する周辺住民からの苦情などでも同様に見られる
ことは、先に見たとおりである。また、総数とし
ても自治体からの指導があると回答した企業は、
自治体との協力があるとする企業よりも少ない。
その理由のーっとして、「指導」という表現の影響
が考えられるO すなわち、回答する際の意識とし
て、指導を受けたという質問よりも協力があると
いう質問にたいして肯定する割合が高くなるとい
う可能性である。従って、この結果が実際に自治
体による企業指導が企業との協力より少ないこと
を意味するかどうかは不明だが、いずれにせよ企
業側の意識として、より対等な協力関係の方を強
く認めていることは確かであろう針。
そこで、企業の側の積極性について考察する上
でも、次節では、自治体や地域社会とのより広い
意味での協力や帰属と企業の環境対策との関係に
表7 自治体との関係による「廃棄物削減計画」実施数の比較(従業員数300人未満の企業)
自治体からの指導; よくある 多少ある あまりないまったくないl 合計
一一ーーー ーー ー! ーー一一ー一一ー一一ー一一ー一一時一ー “一一一一昨ー ----+-------
削減計画の 3 6 8 17 
実施企業 ~~ am ~ø a~ 
白治体との協力 l よくある 多少ある あまりないまったくないj 合計
削減計画の 2 4 7 4 17 
実施企業 5U.OO;6 8.7% 6.3% 3.4% 6.1% 
注)上段は企業数、下段は実施率を表す。例えば、「自治体からの指導」が「多少ある」企業
のうちで、廃棄物の削減計画を実施している企業は r3社」であり、それは自治体から
の指導が「多少ある」企業全体の7.1%に相当する。
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ついて考えていきたい。 ほぼすべての項目を通じて高い関連性を示してい
る。一例として、「環境対策に関する自治体との協
4.企業の環境対策と地域社会 力」と「清掃やリサイクルなど地域の環境活動へ
4. 1 地域社会との関係
これまで見てきた自治体との協力に比べ、企業
における地元との関係は高い。物理的な限界のあ
る「自社施設や敷地の地元への開放(例;スポー
ツ施設の一般開放)Jを除くすべての項目について、
「積極的に行っている」もしくは「少しは行ってい
る」の合計ではほぼ半数になり、「積極的」という
割合も 10%から16%に達している。自治体との協
力が「よくあるJと「多少あるJをあわせても 2
割程度、「よくある」ではほとんど2%しかなかっ
たことと対照的な結果となった。
基礎的な項目との関連を見てみると、これまで
と同様に従業員300人以上の企業でやや高い数字が
あるが、自治体との関係に見られるほど顕著では
ない。業種や操業年数などによる違いもほとんど
なかった。立地地域で見ると、住宅地域で「積極
的に行っている」という回答が高くなっている。
これは、地元あるいは地域社会という認識がより
得られやすいからであろう1%
地域社会と地元自治体との近接からして当然な
がら、自治体との協力関係と地域社会への参加は、
の参加・協力」との関係を表8に示した。だが、
自治体との協力があるという回答数がそもそも少
ないこともあって、この関連は相対的なものにと
どまっている O それに対して、表9に一例を示し
たように、地域社会との関係をきいた各項目聞の
関連性はきわめて顕著である。「祭礼などへの参加」
と「地域の環境活動への参加」との聞にも同様の
高い関連性が認められた。逆に、企業活動との関
係としてはより深いかと予想された地元商工会活
動への参加との関連は、もちろん有意に高いもの
ではあるが、相関係数などで見ると、自治会関係
の参加に比べてやや低い数字であった。
他の設問との関連で目を引くのは、環境に関す
る法制度との関連である。先に述べたように、自
治体との協力と法制度への対応の聞には比較的高
い関連性が見られたが、その多くは従業員規模の
影響による疑似相関であり、従業員300人未満の企
業に限定すると、自治体への協力があるとする企
業数と対応しているとする企業数がどちらも少な
いためもあって関連性も薄れていた0，地域の環境
活動への参加と環境法への対応の関連についても、
基本的には同様のことが言えるのだが、 fPRTR
(汚染物質排出移動登録)Jとの聞にはやや独特の
表8 r自治体との協力」と「地域の環境活動への参加J(従業員数300人未満の企業)
地域の環境活動への参加
積極的に 少しは あまり行つまったく行
行っている行っているていない っていない 合計
よくある 1 3 4 
0.9% 4.1% 1.4% 
2体5韮
多少ある 12 19 8 7 46 
36.4% 17.8% 12.3% 9.5% 16.5% 
あまりない 11 46 34 20 111 
33.釣6 43.ωも 52.3% 27.仰6 39.8%。
協カ 里フ まったくない 10 41 23 44 118 
る 30.39も 38.3% 35.4% 59.5% 42.3% 
合計 33 107 65 74 279 I 
100.仰4 100.ω4 100.仰4 100.仰6 100.0% I 
注)単位:上段は企業数、下段は百分比。
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表9 r地域の自治会への貫献」と「地域の環境活動への参加J(従業員数300人未満の企業)
地域の環境活動への参加
積極的に 少しは行つあまり行つまったく行
行っているている
積極的に 13 
行っている 40.6% 
治AZ自ミ、
少しは行っ 10 
ている 31.3%。
あまり行っ 7 
ノ¥
の ていない 21.併も
貝献 まったく行 2 
っていない 6.3% 
合計 32 
100.ω6 
注)単位:上段は実数、下段は百分比。
関連が見られる。従業員300人未満の企業で、
PRTRに「積極的に対応を進めている」と回答し
ているのは 7件しかないのだが、そのうち 3件が
地域の環境活動にも「積極的に」参加している企
業であり、同じく 3件が「少しは」参加している
企業なのである。地域の環境活動参加に積極的な
企業について見ると、半数はPRTRについて「よ
く知らない」、 20%は「対応を考えていない」とな
っているので、地域環境への積極的な参加が環境
情報公開への積極的な対応につながっているとは
一概に言えないが、環境制度への意識が地域参加
と何らかの関連をもっていることは予想される。
家電リサイクル法などが流通機構の中での企業責
任にかかわるのに対して、 PRTRはまさに工場周
辺地域へのa情報公聞を根底に置くものであり、こ
の関連は偶然とは言いがたい。これを確認するた
8 
7.5% 
67 
63.2% 
22 
20.8% 
9 
8.5% 
106 
100.0% 
ていない っていない 合計
3 
4.6% 
17 17 111 
26.2% 22.7% 39.併も
42 14 85 
64.6% 18.7% 30.6% 
3 44 58 
4.6% 58.7% 20.9% 
65 75 278 
100.仰6 100.仰も 10.0'{' 
めに、表10に地域の環境活動への参加と「環境対
策や製品の情報公開」の実施状況との関係を示し
た。上と同様に、実施しているという企業数自体
が少ないために断言はできないが、ほぽ同じ関連
性が見られる。
4. 2 環境対策との関係
では、こうした環境制度への関心に見られるよ
うに、地域の環境活動への参加は企業の環境対策
実施状況一般と関連があるのだろうか。環境活動
に関する自治体との協力について見たのと同様に、
この関係性が全体にわたって存在すると言うこと
はできない。環境対策にかかわる多くの項目では、
ほとんど関連性がないという結果であった。だが、
その中で関連性の高いものを、大きく二つに分け
て見ることができるように思われる。
表10 r環境対策や製品の情報公開」と「地域の環境活動への参加J(従業員300人未満の企業)
地域の環境活動への参加
積極的に 少しは行つあまり行つまったく行
行っているている ていない っていない 合計
していない 30 104 63 75 272 
90.99も 96.3% 96.併も 98.7% 96.5% 
している 3 4 2 1 10 
9.1% 3.7% 3.1% 1.3% 3.5% 
関 合計 33 108 65 76 282 
100.09も 100.09も 100.09も 100.09も 100.0% 
注)単位:上段は企業数、下段は百分比。
90 総合都市研究第 73号 2000
一つは上で述べたPRTRを含めた、やや先進的
な環境対策についてであり、実数の上では少ない
ものの、地域の環境活動に参加している企業では、
より実施率が高くなっている O 一例として、表11
には「省エネ型設備の導入」との関係を示した。
他に、たとえば、「リサイクルしやすい製品づくり」
では、全体で14件しかない「実施しているJ企業
のうち、地域の環境活動に「積極的に参加してい
る」が3件、「少しは参加している」が7件を占め
ている O 先述した表10の「環境対策や製品の情報
公開」もこの一例といえるだろう O また、「他企業
と協力した環境対策の実施」などでも同様の関連
が見られた。これらは、自治体との協力について
は見られなかった特徴であるO
もう一つは、自治体との協力についても見られ
たリサイクル関連の対策であるO たとえば「廃棄
物の削減・リサイクル」では、地域の環境活動参
加を「積極的に行っている」企業では実施率がほ
ぼ 2分の lなのに、[まったく行っていない」企業
では約3分の lに下がるという、自治体との協力
についてみたのとほとんど同じ結果が見られた。
表12に示した「使用済み用紙の回収・再資源化」
でも、地域の環境活動参加に積極的な企業では、
実施率が顕著に高くなっている。使用済み用紙の
回収は、自治体との協力との相関で見たときには、
協力が「よくあるJ企業でも実施率が 2分の l
(実施「している」と「していなしリがともに 2件)
と、数が少ないためもあって関連性が明らかでな
かったのだが、この表ではより明らかな差異が見
られる O
このような地域活動への参加と環境対策との関
連は、自治体による指導や協力の影響を受けた結
果とも考えられるが、自治体との協力に比べて、
広い範囲でより明確な形で見ることができる。広
い範囲でというのは、地域の祭礼への参加や自治
会活動への参加など地域活動への一般的な関与に
表11 r省エネ型設備の導入」と「地域の環境活動への参加J(従業員数300人未満の企業)
地域の環境活動への参加
積極的に 少しは行つあまり行つまったく行
行っているている ていない っていない A口 2口jt
していない 18 80 44 65 207 
設省 54.5% 74.1% 67.7% 85.5% 73.4% 備エ
の不 している 15 28 21 11 75 
導入 型 45.5% 25.9% 32.3% 14.5% 26.6% 
合計 33 108 65 76 282 
100.0% 100.0% 100.仰も 100.0% 100.0% 
注)単位:上段は企業数、下段は百分比。
表12 r使用済み用紙の回収再資源化」と「地域の環境活動への参加J(従業員300人以下の企業)
地域の環境活動への参加
積極的に 少しは行つあまり行つまったく行
行っているている ていない っていない 合計
収回・使用済
していない 11 64 35 43 153 
33.3% 59.3% 53.8% 56.6% 54.3% 
している 22 44 30 33 129 
化再資託手車み川の 66.7% 40.7% 
46.2% 43.4%。 45.7% 
合計 33 108 65 76 282 
100.0% 100.09も 100仰6 100.0% 100.0% 
注)単位:上段は企業数、下段は百分比。
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ついてもリサイクルなどの環境対策との関連が見
られるからでもある。
こうしてみると、自治体との協力の結果として
地域の環境活動への参加があるというより、地域
活動への参加の延長上に自治体との協力があると
考えた方がより実態に近いと考えられる。その意
味では、自治体との協力についても、自治体から
の働きかけを受けた消極的な結果というよりも企
業の積極性を示すものという側面があるのではな
いだろうか。
4. 3 地域意識と環境意識
「地域の環境活動への参加」と「自治体との協
力」の比較を補足するために、企業の意識などに
おける違いに言及しておきたい。
一つは、その企業がこれまでに環境問題で周辺
住民からの苦情を受けたことがあるか、あるいは
その可能性があるかという点に関するものである O
全体として環境問題の発生や可能性を肯定する回
答数はきわめて少ないのだが、自治体との関係で
見るとさらに否定的な関係になっており、自治体
からの指導が「よくあるjとする企業で問題発生
について「すでに苦情を受けたことがある」とい
う回答は、「騒音・振動jについての 1件しかない。
環境活動における自治体との協力についてはより
顕著で、協力関係のある企業で「苦情を受けたこ
とがある」という回答はゼロで、発生の可能性に
ついても否定的であった。
これを地域の環境活動への参加についてみると、
活動参加と問題発生との聞の関連がほとんどなく、
「積極的に」参加している企業でも「苦情を受けた
ことがある」という回答が存在する。たとえば、
大気汚染について「苦情を受けたことがあるJ300 
人以下の企業は 5件あるが、地域の環境活動への
参加で分けると、「積極的に行っているJ1件、
「少しは行っているJ3件、「あまり行っていなしリ
O件、「まったく行っていなしリ 1件、無回答1件
と、自治体との関係についてみたのとはむしろ逆
の結果となっている。「騒音・振動」についても、
問題発生の有無と地域環境活動への参加状況とは
ほとんど関連なく分散している。苦情の内容も環
境活動の参加内容も限定されていないので不用意
な憶測はできないが、地域活動への参加が自治体
との協力よりも企業にとって広い間口を持ってい
ることは確かだと思われる。
次に指摘したいのは、環境対策を進めるきっか
けにおける相違である。先に見たとおり自治体と
の協力を行っている企業では法律や規格をあげる
割合が高かったが、地域の環境活動への参加を積
極的に行っている企業についてみると、「市民の環
境意識の向上」がもっとも多く、「囲内の公害・環
境問題の深刻化Jr国際規格の普及」の順になって
いる。
これらは、地域の環境活動への参加が、法律や
企業の活動方針にかかわる重要な決定というより
も日常的なレベルで行いうることを示すものでも
あるだろう。また、先に述べたように地域の環境
活動参加に積極的な企業では先進的な環境対策を
とっている割合も比較的高いことを考え合わせれ
ば、こうした企業は法的な規制を受けてというよ
り自ら進んで、環境活動への参加を行っていること
も示唆される。
ここまで地域の環境活動を中心に見てきたが、
これを媒介にする形で、自治会活動や祭礼への参
加に関しでも、ある程度のこうした環境対策など
との関連を見ることができる。どちらがどちらの
要因になっているかまでは推測できないが、一般
的な市民感情にも近い形で、地域意識と環境意識
のつながりも存在しているように思われる。
5.むすび
本章では、ここまで、自治体および地域社会と
の関係という視点から企業の環境行動についてみ
てきた。それは、一つには、行政の産業廃棄物対
策においても企業との協力が必要とされていると
いう自治体への調査の結果から導かれたものであ
る。これを裏付けるように、大企業を中心として、
廃棄物関連の環境対策と自治体との協力の聞には
ある程度の関連が認められた。ただし、従業員300
人未満の中小企業では、自治体との協力も少なく、
対策との関連もより不分明であった。
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それに対して、「清掃やリサイクルなど地域の環
境活動への参加・協力Jをはじめとする地域社会
の環境活動参加については、中小企業でも積極的
な回答があり、環境対策との関連もより鮮明であ
った。地域社会の環境活動への参加が多いのは、
一つには古紙回収への協力といったレベルのもの
まで含まれうるためとも考えられるが、この参加
が企業内での環境活動と何らかのつながりを持っ
ていることも確かである。
環境問題に比較的熱心な企業が地域の環境活動
にも参加しているというのは、ある意味で当然の
ことに過ぎない。また、聴き取り調査などからみ
ても、企業の環境対策の程度には大きな差があり、
この調査の結果に見られる企業の地域への環境活
動参加も、周辺地域の人々からどのように評価さ
れるほどのものであるかはまったく分からない。
だが、この結果はいくつかの示唆を同時に含んで、
いるように思われる O 一つは、大企業に比べて中
小企業では自治体を仲立ちとした地域社会とのつ
ながりの形成が難しいが、自治会レベルでのより
直接的な社会参加に積極的な企業も存在すると考
えられることである O これはまた、中小企業が地
域社会と環境対策により市民意識に近いところで
参加できるという状況を指摘できるものと思われ
る。第三に、地域環境活動への参加と企業の情報
公開の姿勢との聞に何らかの関連が見られたこと
は、こうした参加が表面的なものにとどまらず企
業活動にも影響を与える可能性を示唆する。
本章の冒頭にも述べたように産業廃棄物対策に
おいては、企業、行政、住民の活動や関心を結び
つける契機が不足している。とくに企業と住民の
聞ではそれがはなはだしいように思われる。その
ためにも地域的なつながりの重要性は小さくなく、
地域意識と環境意識の関係については、「生活環境
主義」や「地域環境主義」といった議論において
も考察されている(鳥越編1989、飯島編1997、飯
島他1997、1999)。また、「地域環境主義」の主張
には、環境への関心から地域社会を見直すという
側面も含まれているが、そこには、地域意識と環
境意識を相補的に高めていく可能性も求められて
いると考えられる。
こうした点から見たとき、ここでの調査結果は、
中小企業の環境行動においても同様の可能性があ
ることを示すものと言えるだろう。留保すべき点
も多いのではあるが、環境問題に比較的熱心と見
られる企業の中に地域環境に関心を示すところが
一定程度あることには控目してよいのではないだ
ろうか。
注
1)当グループでも産廃問題をテーマとした当初から住
民を対象とする調査を考えていたが、産廃への認識
自体がそれほど高くないことから、それについては
産廃施設周辺における住民運動団体などへの聴き取
りが中心となった。
2 )企業規模による違いは本調査においても特徴の一つ
となったが、廃棄物問題に限らず、環境規制を名目
として大企業に有利な法制度がつくられることにつ
いても注意が必要だろう。
3 )この調査についての集計結果や報告については飯島
他 (1999)を参照されたい。
4 )この調査の回収期間中にあたる1997年末に厚生省が
周辺住民同意の義務づけを取りやめるよう都道府県
に通達していたことが1998年2月に判明した。従っ
て、この調査結果は現在の状況と違っている可能性
は高い。ただし、この通達に対しいくつかの自治体
は反対を表明している O
5 )詳述する余裕はないが、これらの施策の実施状況を
見ると、複数の施策を導入している自治体と多くの
政策について消極的な自治体に分かれる傾向があ
り、概して、処分場建設の経済的メリットや増設の
必要に肯定的な自治体ほど廃棄物に関する施策にも
積極的である。
6 )この費用負担責任に関する分析については、この一
連の調査における堀畑報告(飯島他1997、1999)が
詳しい。
7)産廃施設の中に産業育成という視点が加わることは、
処分場問題にかかわる住民運動などから見ると、行
政の姿勢に偏りをもたらすことになる。
8 )自治体調査の結果でも見られるように、異業種間交
流は、地域的にも業種の上でもまだ試験的な段階に
とどまっている。今後のリサイクル関連の法制化な
どにともない、家電をはじめとする電気機器関係の
企業間協力が強まる可能性は高い。
9 )自治体職員への聴き取りによると、「指導」には文
書による正式なものの他、口頭による注意や協力要
請に近いものまで含まれることがあり、何を「指導」
ととらえるかは受け取る側の感じ方にも左右される
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とのことであった。
10)本調査報告の中尾・星論文にも指摘されている調査
票記入者による違いが、この設問に関しでも存在す
るのではないかと予想されたが、役員・非役員によ
る違いはほとんど認められなかった。
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百uspaper deals with the relations of companies' environmental measures and participation in 
community. From the result of research on local govemments' policies for industrial waste(1997)， 
we found a tendency that local govemments attach importance to companies as possible collabora-
tors in proceeding industrial waste policies. In this respect， the research on companies' environ-
mental measures reveals some differences according to the scale of companies. 
On the one hand， companies with more than 300 employees tend to collaborate with local gov-
emment and these collaborations affect environmental measures of the companies particularly in 
recycling activities. On the other hand， there are almost no such relations about the companies 
with less than 300 employees. 
Yet， asregarding participation in community activities such as cleaning or recycling， these dif-
ferences of scale become more weak. Some small and medium-scale companies active to environ-
mental measures take a positive attitude to community participation either. It is suggested that in 
these companies there is a certain relationshlp between consious of environment and that of com-
munity similar to the attitudes of individual citizens. 1 consider about this suggestion with respect 
to the concept of community-oriented-environmentalism. 
